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第 1 部



 総合計画とは
序　論

　日本では、今、少子高齢化の進展とともに、本格的な人口減少社会を迎えています。
　人口の東京一極集中が進み、地方においては、若年層の流出、経済活力の低下、コミュニティ
の希薄化などの課題が深刻度を増し、移住・定住の促進や地域資源を活かした経済活性化な
どの「地方創生」の取組が全国各地で行われています。
　さらに近年、地球温暖化などの影響により、大規模な自然災害が多発しています。災害から
人命を守り、社会・経済の被害を最小限に食い止めるため、防災・減災対策の強化がますます
重要となっています。
　令和２年には、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行が発生しました。医療だけではな
く、人々の暮らしや働き方、学校教育など社会全般に影響を及ぼし、特にグローバル化した経
済にとっては世界恐慌以来といわれる停滞をもたらしました。新型コロナウイルスや今後いつ
流行するかわからない新型インフルエンザ等の感染症対策のための医療体制の充実や新しい
生活様式の定着など、ポストコロナ社会に向けた取組や経済の再構築が重要な課題となって
います。
　こうした本市を取り巻く社会・経済情勢の変化や新たな市民ニーズに対応するとともに、明
日に希望を持ち、安全・安心な暮らしを築いていくため、令和４年度（2022年度）を初年度と
する「第３次糸魚川市総合計画」を策定し、持続可能なまちづくりの基本指針とします。

　本計画の推進に当たっては、市民や地域、事業者等と行政が協働し、次のような基本姿勢で
取り組みます。
①計画内容の十分な周知を図り、市民や地域、事業者等と行政において、まちづくりの目標や
役割などを共有し、共通理解を深めるとともに、共に考え、共に行動して、着実な計画の推進
を図ります。

②中長期的な財政計画を踏まえた効果的、効率的な行財政運営を進める中で、事業の進捗状
況の把握・分析・検証を行いながら、必要に応じて見直しを行うＰＤＣＡサイクル※1を回す
ことで、より成果を上げるよう計画の推進を図ります。

〔計画の期間〕
　本計画は、令和４年度（2022年度）を初年度とし、令和10年度（2028年度）を目標年度とす
る７年間の計画とし、５年ごとに改訂を行うものとします。
　なお、社会経済情勢などに大きな変化がある場合には、必要に応じて改定するものとします。

〔計画の構成〕
　本計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」で構成し、その役割は次のとおりです。

基本構想　････　まちづくりの基本方向や将来像などの基本目標と、目標を達成するために取
り組むべき施策の大綱を示したもので、基本計画及び実施計画の根幹とな
ります。なお、本計画では、第２部として掲載しています。

基本計画　････　基本構想の理念を受けて、その実現に向けて必要となる個別施策を分野別
に体系化したものです。なお、本計画では、第３部として掲載しています。

実施計画　････　基本計画で体系化した個別施策を実現するために実施する事務事業を明ら
かにしたものです。なお、本計画では、第４部として掲載しています。

　本計画は、糸魚川市総合計画条例第４条に基づき、本市の目指す方向とそれを実現するため
の施策を明らかにした「まちづくりの基本指針」です。
①市の各種計画や施策の基本となる最上位の計画

　まちづくりを進めていくための最上位計画であり、本市の各種計画や施策の基本となる計
画です。
②まちづくりの意思を示す計画

　国や県などの外部の関係機関に対して本市のまちづくりの考え方を示すとともに、関係機
関との協議や役割分担が必要な施策について、本市の基本方針を示す計画です。
③市民にとって分かりやすい計画

　市民と共にまちづくりを進め、互いに進捗を確認するため、本市の描く将来像を市民と共
有する計画です。

⑴　計画策定の趣旨　

⑵　計画の位置付け

⑶　計画推進の基本姿勢　

⑷　計画の期間と構成

区分・年度

第３次
基本構想 基本構想

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

基本計画 基本計画

第４次
基本構想 基本構想

基本計画 基本計画

公
表

改訂
作業

総合計画とは1

※１　PDCAサイクル：Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の仮説・検証型プロセスを循環させ、マネジメントの品質を高める概念

序
　
　論

序
　
　論
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 第２次総合計画の評価
序　論

本市では、平成29年度（2017年度）を初年度とする第２次総合計画に基づき、「30年先も持
続可能なまちづくり」を基本指針として、「人口減少対策」と「人口減少社会に対応したまちづく
り」を重点課題と捉え、これまで各種施策を推進してきました。
第２次総合計画の将来指標では、令和２年（2020年）の人口を41,660人と推計しましたが、

国勢調査の結果では、40,765人となり、推計を約900人下回る結果となりました。　　
しかし、各種人口減少対策の取組の成果として、国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社

人研」といいます。）の将来推計人口40,696人に対しては、約70人上回っています。
本市においては、これまでも人口減少対策に取り組んできましたが、急激な人口減少に歯止

めをかけるまでには至っていません。
引き続き、第３次総合計画においても、人口減少対策を重点課題と捉え、更に取組を進める

必要があります。

　また、第３次総合計画を策定するにあたり、第２次総合計画で取り組んできた６つの分野の
各項目について、施策指標の達成状況により、下記のとおり検証を行いました。

　施策指標の数値目標においては、おおむね順調に推移している割合（達成度80％以上）が、
全体の約76％となっています。
　分野別に見ると、「第１章　子育て支援・教育分野」と「第５章　環境・防災・防犯分野」では、
おおむね順調に推移している割合が70％未満であり、他の分野に比べて達成度が低い状況と
なっています。

評価Ａ：目標に対して100％以上の達成度のもの
評価Ｂ：目標に対して80％以上、100％未満の達成度のもの
評価Ｃ：目標に対して80％未満の達成度のもの

【中間目標（令和元年度）に対する、実績値により検証】

令和２年人口

4 0 , 6 9 6 人

4 0 , 7 6 5 人

4 1 , 6 6 0 人

社人研推計

国勢調査結果

第２次総合計画推計

36.5％ 39.6％ 24.0％

66.7％

44.4％

27.8％

33.3％

33.3％

38.9％

22.2％

33.3％

64.7％ 23.5％ 11.8％

23.5％ 52.9％ 23.5％

42.9％ 35.7％ 21.4％

16.7％ 50.0％ 33.3％

分野別施策指標の達成状況
評価Ａ（達成度100％以上）

第２次総合計画全体

第１章　郷土愛にあふれ夢をかなえるひとづくり（子育て支援・教育分野）

第２章　健康で元気なひとづくり（健康福祉分野）

第３章　にぎわいと活力のあるまちづくり（産業分野）

第４章　みんなが住みよいまちづくり（土地利用・公共インフラ分野）

第５章　人と自然にやさしいまちづくり（環境・防災・防犯分野）

第６章　地域が輝くまちづくり（地域づくり・市民活動・移住定住分野）

総合計画推進に向けた行財政運営（行財政分野）

評価Ｂ（達成度80％以上100％未満） 評価Ｃ（達成度80％未満）

第２次総合計画の評価2

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100とはなりません。
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 本市を取り巻く社会経済環境
序　論

本市を取り巻く社会経済環境3

我が国の総人口は、平成20年（2008年）の１億2,808万人をピークに、出生数の減少や死
亡者数の増加を背景に減少局面に入っています。
社人研が平成30年（2018年）に公表した将来推計人口によると、今後、日本の人口は長期に

わたり減少が続き、約20年後の令和22年（2040年）には、１億1,090万人、約40年後の令和
42年（2060年）には、9,280万人と、ピーク時から３割近く減少するものと推計されています。
人口に占める高齢者の割合は、平成27年（2015年）の26.6％から、団塊の世代が75歳以上にな

る令和７年（2025年）には30.0％、高齢者人口がピークになるとされる令和22年（2040年）には
35.3％に上昇し、国民の３人に１人が高齢者となる時代が到来すると予測されています。
一方、生まれてくる子どもの数は年々減少してきており、平成28年（2016年）には年間100

万人を割込み、令和２年（2020年）に約84万人と過去最少を記録しました。
未婚化や晩婚化の影響に加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による将来不安から

更なる出生数の減少につながったものであり、令和２年（2020年）の婚姻数が戦後最少となっ
たことから、今後も出生数の減少は続くものと考えられています。
このような人口減少・少子高齢社会の到来により、働き手である生産年齢人口の減少、それ

に伴う経済規模の縮小、社会保障制度と財政の持続可能性のリスクの高まり、社会の活力低下
など、深刻な課題が拡大することが懸念されています。
また、コロナ禍で東京の転出超過の傾向が見られたものの依然として全国的に地方から都心部

への人口流出が進んでおり、特に地方での人口維持、活力維持が大きな課題となっています。
このような状況から、国では、人口減少に歯止めをかけるとともに、将来にわたって活力ある

地域社会を維持することを目的として、「まち・ひと・しごと創生本部」を設置して、「東京一極
集中」の是正や若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現などに政府一体となって取り組
むとともに、地方がそれぞれの特徴を活かして持続的な社会を形成する地方創生の取組を支援
していくこととしています。

⑴　急激な人口減少と少子高齢社会の進行

⑵　ライフスタイルの多様化、共生社会の推進　

⑷　環境問題に対する意識の高まり

⑶　安全・安心に向けた取組の推進　

近年、人々のライフスタイルや家庭、結婚、就労に対する価値観は多様化し、ニーズも多種多
様となっています。
それに伴い、高齢者の孤立や老老介護といった問題、所得格差や8050問題※１など多様な社
会問題を生み出しているほか、人と人とのつながりや、地域コミュニティの希薄化が懸念されて
います。
国では、「一億総活躍社会」として、性別、年齢、障害、疾病の有無にかかわらず、誰もが活躍

できる社会づくりに向けた取組や、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人
と人、人と資源が世代や分野を越えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地
域を共につくっていく「地域共生社会」の実現に向けた取組が進められています。
また、人口減少、少子高齢化が進む状況において、社会の持続的な発展や労働力を確保する

ためには、女性や高齢者などの活躍が重要となるとともに、多様な働き方を選択できる社会の
実現が求められています。

近年、集中豪雨や台風の大型化などによる風水害・土砂災害の激甚化や大規模地震の頻発
など、自然災害への懸念が増大し、災害への備えが求められています。
また、令和２年（2020年）に新型コロナウイルス感染症が世界的に流行し、日本でも急速な

感染拡大により、社会・経済情勢に大きなダメージを与えたほか、危機発生時の体制整備、医
療の確保、拡大防止策や被害回復策の想定等、更なる対策の充実も求められています。
こうした想定できない自然災害や感染症の多発化・甚大化に加え、子どもや高齢者等社会

的に弱い立場の方がねらわれる事件やインターネットによる犯罪、高齢ドライバーによる交通事
故の割合の増加など、日常生活における安全・安心に対する意識もこれまで以上に高まってい
ます。
国では、いつ起こるかわからない自然災害に対して、国民の生命と財産を守るため「国土強靭

化基本計画」を策定し、「強さとしなやかさ」を備えた安全・安心な国土・地域・経済社会を構
築する取組を推進しています。
また、一人ひとりの防災や防犯などに対する意識の向上、家庭や地域コミュニティのつながり

や共助による安全・安心なまちづくりも強く求められています。

世界的な人口の増加や経済活動の拡大に伴い、地球温暖化や大気汚染、生態系の破壊など
の環境問題への対応は、国境を越え、各国が一体となって対応しなければ解決できない問題と
して認識され、平成27年（2015年）に「国連気候変動枠組条約締約国会議（通称ＣＯＰ）」で合
意された「パリ協定」において、日本では中期目標として、令和12年（2030年）の温室効果ガス
排出を平成25年度（2013年度）の水準から26％削減することが定められました。
また、令和２年（2020年）に国では、「2050年カーボンニュートラル※１を宣言」するとともに、

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定し、脱炭素化をきっかけとした
産業構造の抜本的な転換により、排出削減を実現しつつ、次なる大きな成長へとつなげていく
取組を推進していくこととしています。さらに、令和３年（2021年）４月に開催された気候サミッ
トにおいて、上記温室効果ガス排出量の中間目標を46％削減することを宣言し、50％の高み
に向け、挑戦を続けていく決意を表明しました。
電力部門での再生可能エネルギーの導入による脱炭素化を進めるとともに、電力部門以外で

は、電化を中心に進めることにより、全ての分野において、技術開発から社会実装、量産投資に
よるコスト低減につなげ、経済と環境の好循環をつくるとしています。
環境問題の根底には、社会経済活動や人々の生活スタイルの変化といった現代社会特有の

要因があり、環境負荷の少ない循環型・低炭素社会を実現するため、地域、家庭、事業者及び
行政がそれぞれの立場で行動していくことが求められています。

※１　8050問題：ひきこもりの長期高年齢化により、親が80代、子が50代を迎えたまま孤立し、深刻な困窮に陥る可能性がある社会問題 ※１　カーボンニュートラル：温室効果ガスの排出量を実質ゼロにすること。

あわせて、日本に在住する外国人は、令和２年（2020年）６月末で過去最高の約289万人と
年々増加しており、外国人材の受入れを拡大するための改正出入国管理法の施行により、今
後、ますます増加していくことが見込まれています。
性別や年齢、国籍、障害があることなどに関わらず、多様な文化、特性、価値観を持つ人々が、

共に安心して暮らしていくためには、全ての人がお互いを尊重し、支え合う共生社会の実現が求
められています。
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⑺　高度情報化社会の進展とSociety5.0への対応

⑹　経済情勢と雇用を取り巻く動向

⑸　大きく変わる教育環境と未来を作る人材の育成 ⑻　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大に伴う「新たな日常」の実現

⑼　国・地方自治体を通じた厳しい財政状況

⑽　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の推進

 本市を取り巻く社会経済環境
序　論

近年の情報通信技術の進展等により、社会の情報化やグローバル化に拍車がかかり、社会
情勢が急激に変化しています。また、人口知能の飛躍的な進化に伴う社会構造や雇用環境の
変化が今後一層進むと考えられています。
このような将来の変化を予測することが困難な時代にあって、これからの教育では、一人ひと

りの子どもが、自分のよさや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在として
尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り開き、持続
可能な社会の作り手となるために必要な力を養うことが求められています。

我が国の経済情勢は、平成24年（2012年）11月を景気の底として緩やかな回復基調が続い
ていましたが、令和２年（2020年）７月に行われた内閣府の第19回景気動向指数研究会によ
ると、平成30年（2018年）10月を景気の山として、長期にわたる拡張局面が終わり、後退局面
に転じたとされています。
また、予期せぬ新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大を受け、今後の先行きは見通しが

立たず、長期的な視野で経済動向を注視していく必要があります。
一方、雇用情勢においては、少子高齢化の影響で企業の人手不足が深刻になってきており、

令和元年度（2019年度）年次経済財政報告では、幅広い業種で人手不足感が高まり、有効求
人倍率は上昇し、完全失業率も低下しています。
今後、生産年齢人口の大幅な減少が見込まれており、仮に技術進歩などにより生産性が向上

したとしても、経済成長率の低下が懸念されています。
このような中、先端技術を活用した労働生産性の向上、女性や高齢者の労働参加の促進、非

正規雇用者の賃金増加や正規雇用への転換の促進、ワーク・ライフ・バランスの見直し等、各
方面からの労働環境の整備が求められています。

ＩＣＴ（情報通信技術）の発達により、様々な経済活動等をデータ化し、そうしたビッグデータ
を、インターネット等を通じて集約した上で分析・活用することにより、新たな経済価値が生ま
れています。また、ＡＩにビッグデータを与えることにより、単なる情報解析だけではなく、複
雑な判断を伴う労働やサービスを機械により提供が可能となるとともに、様々な社会問題等の
解決に資することが期待されています。
こうした第４次産業革命の新たな技術革新によって、我が国全体において、経済活動や雇用

環境などを含めた地域社会のあり方が大きく変化しています。
そのような中、国では、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、経済発展と社会的

課題の解決を両立していく新たな社会として、「Society5.0」の実現を目指しています。
これまでの情報社会（Society4.0）では、知識や情報の共有・連携が不十分であり、あふ

れる情報から必要な情報を見つけて分析する作業が負担となるなどの課題がありましたが、
Society5.0の実現により、ＩｏＴ※１で全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有さ
れ、今までにない新たな価値を生み出すことが期待されています。
また、人口減少社会において、ＡＩやＩｏＴなどを活用し、農業、ものづくり、医療・介護、交通

など、あらゆる産業・生活分野において、イノベーションによる新たな価値の創出を図るととも
に、社会的な課題の解決を図る必要があります。

※１　ＩｏＴ：Internet of Things。様々なものがインターネットに接続し、自動制御や遠隔操作を行う機能

世界各地で猛威を振るう新型コロナウイルス感染症は、我が国においても感染が拡大し、社
会経済活動に大きな影響を与えています。
こうした中、感染拡大の防止対策を講じつつ、経済活動を維持するため、日々の生活スタイル

の変容や働き方の変革などが進められています。テレワークやキャッシュレス化、行政手続き・
サービスのオンライン化などの環境整備が広がりを見せており、「新たな日常」に対応した社会
の実現が求められています。

国及び地方の財政は、大変厳しい状況が続いています。国の歳出は、社会保障費の増大によ
り、一貫して伸び続ける一方、歳入の主要部分を占める税収は、バブル経済が崩壊した平成２年
度（1990年度）を境に伸び悩み、財源不足を補うための国債発行額は年々増加しています。
そのような中、令和２年度（2020年度）には、新型コロナウイルス感染症への対応により、歳

出が大きく拡大し、国債発行額も伸びたため、債務残高がＧＤＰの250％以上と、主要先進国
の中で最も高い水準となっています。
今後、人口減少と少子高齢化が更に進むことが予測されることから、歳入の増加が見込まれ

ない中、社会保障費の増大による歳出の増加に対応する必要があり、税と社会保障の一体的な
制度改革の検討が必要です。
このほか、我が国においては、高度経済成長期に集中整備した道路や橋りょうなどの公共施

設が数多く存在し、老朽化が進行していることから、維持修繕・更新費用の増大と集中が見込
まれています。
また、地方においては、人口減少と少子高齢化に伴い、施設に求められる機能やニーズの変

化が見込まれています。今ある施設を現状のまま維持していくことは、極めて困難なことから、
今後、施設の機能や規模の見直し等により、効率的な施設の活用の検討が必要です。

ＳＤＧｓとは、平成27年（2015年）９月の国連サミットで採択された令和12年（2030年）を
期限とする、国際社会全体の開発目標（Sustainable Development Goals）です。
持続可能な世界を実現するための17のゴール（目標）と169のターゲット（取組・手段）で構

成され、地球上の「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範
囲な課題に対する統合的な取組が示されています。
我が国においても、平成28年（2016年）にＳＤＧｓ推進本部が設置され、同年12月には、今

後日本の取組の指針となる「ＳＤＧｓ実施指針」が決定、令和元年（2019年）にはＳＤＧｓ推進
のための具体的施策を取りまとめた「ＳＤＧｓアクションプラン2020」が策定されました。
また、平成29年（2017年）12月に閣議決定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017 

改訂版）」においても、地方創生をより一層推進するため、地方公共団体についてもＳＤＧｓ達
成に向けた積極的な取組が不可欠であるとされています。

序
　
　論

序
　
　論
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⑴　人口の推移と将来推計

 人口の現状と将来展望
序　論

人口の現状と将来展望4

平成17年（2005年）の市町合併時の人口は、約50,000人でしたが、令和２年（2020年）国勢
調査の結果では、40,765人と、合併後15年間で約9,000人、率にして約18％減少しています。
この国勢調査の結果を基に、社人研の人口推計※１に準拠して将来人口を推計すると、20年
後の令和22年（2040年）には27,202人、40年後の令和42年（2060年）には、16,479人ま
で減少すると予測されています。
また、住民基本台帳に基づく高齢化率は令和２年10月１日時点で40.5％と、全国平均の

28.7％、県平均の33.0％を大きく上回っており、今後更に上昇することが見込まれています。

年齢３区分人口は、以下の年齢構成としています。
年少人口：15歳未満人口　　生産年齢人口：15～64歳人口　　老年人口：65歳以上人口
なお、年齢３区分人口の合計と総人口が合わないのは、年齢不詳数があるためです。

（資料：国勢調査（Ｒ７以降は社人研推計方法に基づく値））

（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

※１　平成30年（2018年）３月公表「日本の地域別将来推計人口」

⑵　人口動態の状況

①　自然動態
人口の自然動態は、平成元年（1989年）に死亡数が出生数を上回り、減少傾向に転じて以

降、出生数の減少により、減少幅が年々大きくなってきています。
高齢化率の上昇や少子化により、自然動態は、今後も大幅な減少傾向が続くと見込まれてい

ます。

資料：新潟県人口移動調査（基準日：各年10月１日）
（Ｒ７以降は社人研推計方法に基づく値）

年少人口
生産年齢人口
老年人口
総人口
高齢化率

（1985）
S60年

11,993
39,428
9,191
60,612
15.2％

（1990）
H２年

9,733
36,153
10,912
56,803
19.2％

（2060）
R42年

1,204
6,798
8,477
16,479
51.4％

（2055）
R37年

1,409
7,770
9,688
18,867
51.3％

（2050）
R32年

1,638
8,917
10,843
21,398
50.7％

（2045）
R27年

1,878
10,314
11,967
24,159
49.5％

（2040）
R22年

2,161
12,019
13,022
27,202
47.9％

（2035）
R17年
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14,121
13,797
30,387
45.4％

（2030）
R12年
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16,277
14,642
33,732
43.4％

（2025）
R７年
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18,132
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37,192
42.2％

（2020）
R２年

4,005
20,213
16,296
40,765
40.0％

（2015）
H27年

4,816
22,942
16,346
44,162
37.0％

（2010）
H22年

5,591
26,353
15,702
47,702
32.9％

（2005）
H17年

6,181
28,284
15,379
49,844
30.9％

（2000）
H12年

6,983
31,636
14,402
53,021
27.2％

（1995）
H７年

8,101
33,917
12,762
54,780
23.3％

（1985）
S60年
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H２年
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51.3％
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推計値

差は拡大したまま継続

【実績】

出生数 332 195209215244246247286281276309336353

増　減 ▲ 344 ▲ 530▲ 504▲ 478▲ 439▲ 473▲ 469▲ 389▲ 396▲ 442▲ 386▲ 353▲ 342
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高齢化率の上昇や少子化により、自然動態は、今後も大幅な減少傾向が続くと見込まれてい

ます。

資料：新潟県人口移動調査（基準日：各年10月１日）
（Ｒ７以降は社人研推計方法に基づく値）
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R２年

4,005
20,213
16,296
40,765
40.0％

（2015）
H27年

4,816
22,942
16,346
44,162
37.0％
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推計値

差は拡大したまま継続

【実績】
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（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

 人口の現状と将来展望
序　論

③　年齢階層別人口移動
本市の社会動態の年齢階層別の構造では、男女とも15～24歳になる時に転出超過が最も多

くなり、その後、25～29歳になる時に転入超過となる傾向がありますが、転出超過数が転入超
過数を大きく上回っています。
特に女性では、20代前半までの転出超過者数に対して、20代後半での転入超過者数の割

合が約２割と若年層での人口流出傾向が顕著です。また、全年齢を通じて、女性の方が男性よ
りも転出超過等による減少幅が大きい傾向があります。
男性では、50代から60代前半にかけて転入超過となっています。

②　社会動態
人口の社会動態は、人口減少に伴って、転入者及び転出者とも減少傾向ですが、転出が転入を

上回る社会減が続いています。
今後、若年人口の減少により、転入・転出者数とも減少することが見込まれることから、減少幅

は徐々に縮小していくと推計されています。

資料：新潟県人口移動調査（基準日：各年10月１日）
（Ｒ７以降は社人研推計方法に基づく値）

（資料：国勢調査）

推計値

【実績】

転入数 1,033 648725742786886807790819819907801973

増　減 ▲ 133 ▲ 336▲ 282▲ 181▲ 319▲ 161▲ 316▲ 273▲ 240▲ 257▲ 179▲ 300▲ 132

転出数 1,166 9841,0079231,1051,0471,1231,0631,0591,0761,0861,1011,105
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【推計】
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平成27年（2015年）国勢調査による年齢階層別人口移動

大きく転出超過

女性男性
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8
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（人）（人）

序
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 人口の現状と将来展望
序　論

③　年齢階層別人口移動
本市の社会動態の年齢階層別の構造では、男女とも15～24歳になる時に転出超過が最も多

くなり、その後、25～29歳になる時に転入超過となる傾向がありますが、転出超過数が転入超
過数を大きく上回っています。
特に女性では、20代前半までの転出超過者数に対して、20代後半での転入超過者数の割

合が約２割と若年層での人口流出傾向が顕著です。また、全年齢を通じて、女性の方が男性よ
りも転出超過等による減少幅が大きい傾向があります。
男性では、50代から60代前半にかけて転入超過となっています。

②　社会動態
人口の社会動態は、人口減少に伴って、転入者及び転出者とも減少傾向ですが、転出が転入を

上回る社会減が続いています。
今後、若年人口の減少により、転入・転出者数とも減少することが見込まれることから、減少幅
は徐々に縮小していくと推計されています。

資料：新潟県人口移動調査（基準日：各年10月１日）
（Ｒ７以降は社人研推計方法に基づく値）

（資料：国勢調査）

推計値

【実績】

転入数 1,033 648725742786886807790819819907801973

増　減 ▲ 133 ▲ 336▲ 282▲ 181▲ 319▲ 161▲ 316▲ 273▲ 240▲ 257▲ 179▲ 300▲ 132
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（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

 人口の現状と将来展望
序　論

⑷　人口の将来展望による人口構造の状況

目標人口を達成することで、高齢化率の上昇を抑制し、年少人口・生産年齢人口の増加によ
る、人口の年齢構造の改善が見込まれます。

なお、本市の将来人口の見通しとして、平成27年（2015年）10月に策定し、平成30年
（2018年）11月に改訂した「糸魚川市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」の将来人口目標
について、令和２年（2020年）実施の国勢調査の結果が公表されたことから、上記のとおり改
訂します。

⑶　人口の将来展望　

出生数を死亡数が上回る自然減や若年層の流出などによる社会減により、人口の減少傾向は
今後も続くものと予測されています。
本市が将来にわたり持続可能なまちを築くため、「合計特殊出生率の改善」、「若者の転出超過

数の減少」、「高齢者の健康寿命の延伸」等の取組を進めることで、人口減少の速度を緩やかにす
るとともに、年齢構成のバランスが取れた人口構造への転換を図ることで、以下のとおり目標人口
の達成を目指します。
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人口の将来展望

約1,700人増加

約3,500人増加

（人）
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社人研推計に準拠

目標人口

社人研推計に準拠
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（資料：国勢調査（Ｒ７以降は社人研推計方法に基づく値））
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44,162

37.0％

47,702

32.9％

49,844

30.9％

53,021

27.2％

54,780

23.3％

60,000

70,000

40,000

50,000

20,000

30,000

0

10,000

50.0％

60.0％

30.0％

40.0％
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20.0％

0.0％

推計値

人口構造の状況
（人口） （高齢化率）

高齢化率（社人研推計準拠）老年人口生産年齢人口年少人口 高齢化率（目標人口）

高齢化率：社人研推計

高齢化率：目標人口

人口構造
右側：目標人口
左側：社人研推計

16,479
18,867

21,398
24,159

30,387

33,732

37,192

27,202

20,006
21,996

24,076
26,333

31,700
34,624

37,650

28,955

目標人口

（2060）
R42年

1,204
6,798
8,477
16,479
51.4％

（2055）
R37年

1,409
7,770
9,688
18,867
51.3％

（2050）
R32年

1,638
8,917
10,843
21,398
50.7％

（2045）
R27年

1,878
10,314
11,967
24,159
49.5％

（2040）
R22年

2,161
12,019
13,022
27,202
47.9％

（2035）
R17年

2,469
14,121
13,797
30,387
45.4％

（2030）
R12年

2,813
16,277
14,642
33,732
43.4％

（2025）
R７年

3,351
18,132
15,709
37,192
42.2％

社人研推計準拠
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序
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（単位：人）

（単位：人）

（単位：人）

 人口の現状と将来展望
序　論

⑷　人口の将来展望による人口構造の状況

目標人口を達成することで、高齢化率の上昇を抑制し、年少人口・生産年齢人口の増加によ
る、人口の年齢構造の改善が見込まれます。

なお、本市の将来人口の見通しとして、平成27年（2015年）10月に策定し、平成30年
（2018年）11月に改訂した「糸魚川市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」の将来人口目標
について、令和２年（2020年）実施の国勢調査の結果が公表されたことから、上記のとおり改
訂します。

⑶　人口の将来展望　

出生数を死亡数が上回る自然減や若年層の流出などによる社会減により、人口の減少傾向は
今後も続くものと予測されています。
本市が将来にわたり持続可能なまちを築くため、「合計特殊出生率の改善」、「若者の転出超過
数の減少」、「高齢者の健康寿命の延伸」等の取組を進めることで、人口減少の速度を緩やかにす
るとともに、年齢構成のバランスが取れた人口構造への転換を図ることで、以下のとおり目標人口
の達成を目指します。

15,000

40,000

35,000

40,765

37,650

31,700

30,387 28,955

27,202

37,192

33,732

34,624

30,000

20,000

25,000

人口の将来展望

約1,700人増加

約3,500人増加

（人）

目標人口

社人研推計に準拠

目標人口

社人研推計に準拠

40,765

40,765

（2020年）
R2年

20,006

16,479

（2060年）
R42年

21,996

18,867

（2055年）
R37年

24,076

21,398

（2050年）
R32年

26,333

24,159

（2045年）
R27年

28,955

27,202

（2040年）
R22年

31,700

30,387

（2035年）
R17年

34,624

33,732

（2030年）
R12年

37,650

37,192

（2025年）
R7年

（2020年）
R2年

（2060年）
R42年

（2055年）
R37年

（2050年）
R32年

（2045年）
R27年

（2040年）
R22年

（2035年）
R17年

（2030年）
R12年

（2025年）
R7年

26,333

24,159

24,076

21,398

21,996

18,867

20,006

16,479

（資料：国勢調査（Ｒ７以降は社人研推計方法に基づく値））

年少人口
生産年齢人口
老年人口
総人口
高齢化率

年少人口
生産年齢人口
老年人口
総人口
高齢化率

（1985）
S60年

11,993
39,428
9,191
60,612
15.2％

（1990）
H２年

9,733
36,153
10,912
56,803
19.2％

（2060）
R42年

（2055）
R37年

（2050）
R32年

（2045）
R27年

（2040）
R22年

（2035）
R17年

（2030）
R12年

（2025）
R７年

3,502
18,243
15,905
37,650
42.2%

3,167
16,491
14,966
34,624
43.2%

3,070
14,441
14,189
31,700
44.8%

2,953
12,569
13,433
28,955
46.4%

2,812
11,160
12,361
26,333
46.9%

2,672
10,095
11,309
24,076
47.0%

2,464
9,343
10,189
21,996
46.3%

2,283
8,739
8,984
20,006
44.9%

（2020）
R２年

4,005
20,213
16,296
40,765
40.0％

（2015）
H27年

4,816
22,942
16,346
44,162
37.0％

（2010）
H22年

5,591
26,353
15,702
47,702
32.9％

（2005）
H17年

6,181
28,284
15,379
49,844
30.9％

（2000）
H12年

6,983
31,636
14,402
53,021
27.2％

（1995）
H７年

8,101
33,917
12,762
54,780
23.3％

（1985）
S60年

（1990）
H２年

（2060）
R42年

（2055）
R37年

（2050）
R32年

（2045）
R27年

（2040）
R22年

（2035）
R17年

（2030）
R12年

（2025）
R７年

（2020）
R２年

（2015）
H27年

（2010）
H22年

（2005）
H17年

（2000）
H12年

（1995）
H７年

60,612

15.2％

56,803

19.2％

51.4％51.3％50.7％
49.5％

47.9％

45.4％

44.9％46.3％47.0％46.9％46.4％
44.8％

43.4％
42.2％

43.2％
42.2％

40,765

40.0％

44,162

37.0％

47,702

32.9％

49,844

30.9％

53,021

27.2％

54,780

23.3％
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推計値

人口構造の状況
（人口） （高齢化率）

高齢化率（社人研推計準拠）老年人口生産年齢人口年少人口 高齢化率（目標人口）

高齢化率：社人研推計

高齢化率：目標人口

人口構造
右側：目標人口
左側：社人研推計

16,479
18,867

21,398
24,159

30,387

33,732

37,192

27,202

20,006
21,996

24,076
26,333

31,700
34,624

37,650

28,955

目標人口

（2060）
R42年

1,204
6,798
8,477
16,479
51.4％

（2055）
R37年

1,409
7,770
9,688
18,867
51.3％

（2050）
R32年

1,638
8,917
10,843
21,398
50.7％

（2045）
R27年

1,878
10,314
11,967
24,159
49.5％

（2040）
R22年

2,161
12,019
13,022
27,202
47.9％

（2035）
R17年

2,469
14,121
13,797
30,387
45.4％

（2030）
R12年

2,813
16,277
14,642
33,732
43.4％

（2025）
R７年

3,351
18,132
15,709
37,192
42.2％

社人研推計準拠

序
　
　論

序
　
　論

15



序　論

本市は、746.24㎢と広大な面積を有し、その多くは急峻な山林や原野などであり、総面積の
94.6％を占めています。
土地は、限られた資源であり、市民生活、産業を支える共通の基盤となるものです。土地利

用にあたっては、自然環境の保全を図りつつ、それぞれの地域特性に配慮した計画的な土地利
用に努めます。
土地利用に関する基本的な事項については、国土利用計画（糸魚川市計画）で定めるものと

します。

（資料：令和３年度固定資産税概要調書）

◆土地利用別面積（R3.1.1現在）

面　積
割　合

（単位：㎢・％）

田区　分

23.86
3.20

畑

5.48
0.73

宅　地

10.71
1.44

池沼・
鉱泉地

0.14
0.02

山　林

152.15
20.39

原　野

16.07
2.15

雑種地
その他

537.83
72.07

計

746.24
100.00

（資料：都市政策課・農林水産課）

◆土地利用の指定状況（R3.4.1現在）

糸魚川市都市計画区域
指定区分 面　積 指定年月日 備　考

9,529ha H19.10.30 内用途地域　　　1,049ha

農業振興地域
能　生
糸魚川
青　海

指定区分 面　積 指定年月日 備　考
10,279ha
21,160ha
1,588ha

S47.10.19
S46.10.4
S48.7.18

内農用地区域　　1,800ha
内農用地区域　　2,244ha
内農用地区域　　　107ha

田
畑

池沼・鉱泉地
山　林
原　野
雑種地

宅　地

2.15%

0.02%

1.44%

20.39%

72.07%

3.2%
0.73%

土地利用5
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